
ピープル株式会社

第43回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

・連結計算書類の連結注記表

・計算書類の個別注記表

「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及
び当社定款の定めにより、当社ウェブサイト（https://www.people-kk.co.jp/ir/要確
認）に掲載することにより株主の皆様へご提供しております。



連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1.連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数　1社
(2) 連結子会社の名称　People Toy Company, Inc.

2.連結子会社の事業年度等に関する事項

3.会計方針に関する事項

(1) 有価証券及びデリバティブの評価基準及び評価方法
その他有価証券

　時価のあるもの
　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの
　移動平均法による原価法

デリバティブ
　時価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品、原材料（部品）
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(3) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法によっています。

　建物・・・・8～47年
　車両運搬具・・・6年
　工具器具備品
　　　事務用器具・・4～15年
　　　金型等・・・・2年

無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しています。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。

(4) 引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に

回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

(6) その他連結計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用

①ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・為替予約
ヘッジ対象・・・外貨建金銭債務及び外貨建予定取引
③ヘッジ方針
デリバティブ取引については、先物為替予約取引に限定しており、主に為替の変動リスクを回避するために、将来のたな卸資産の購
入計画の範囲内で行っております。
④ヘッジの有効性評価の方法

為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象取引に関する重要な条件が同一であり、為替相場変動を完全に相殺できると認

められるため、もしくは、実行の可能性が高い将来の予定取引に基づくものであるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

ただし、2016年4月1日以後に取得した建物付属設備及び構築物については定額法によっています。

なお、耐用年数は以下のとおりです。

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当連結会計年度の

期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表

示しております。

連結子会社の決算日は12月31日でありますが、決算日の差異が3ヶ月を超えていないため、本連結計算書類の作成にあたって

は、同日現在の計算書類を使用しています。なお、連結決算日との差異期間における重要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。
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（連結貸借対照表に関する注記）

1.有形固定資産の減価償却累計額

715,928千円 712,685千円

（連結損益計算書に関する注記）

1.通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 19,274千円 37,796千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

2020年1月期（自2019年1月21日　至2020年1月20日）

　1.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

2020年1月期
期首株式数(株)

2020年1月期
増加株式数(株)

2020年1月期
期末株式数(株)

発行済株式
普通株式 4,437,500 - - 4,437,500

合計 4,437,500 - - 4,437,500
自己株式

普通株式（注） 63,253 26 - 63,279
合計 63,253 26 - 63,279

（注）自己株式の普通株式の増加26株は、単元未満株式の買取によるものです。

　2.　配当金に関する事項
（1）配当金支払額

株式の種類 配当金の総額 基準日 効力発生日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

株式の種類
配当金の総額
　　（千円）

配当の
原資

1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

（注）2020年3月11日開催予定の決算取締役会議において、配当額を決議する予定です。

2019年1月期（ご参考）（自2018年1月21日　至2019年1月20日）

　1.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

2019年1月期
期首株式数(株)

2019年1月期
増加株式数(株)

2019年1月期
期末株式数(株)

発行済株式
普通株式 4,437,500 - - 4,437,500

合計 4,437,500 - - 4,437,500
自己株式

普通株式（注） 63,252 1 - 63,253
合計 63,252 1 - 63,253

（注）自己株式の普通株式の増加１株は、単元未満株式の買取によるものです。

　2.　配当金に関する事項
（1）配当金支払額

株式の種類 配当金の総額 基準日 効力発生日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

株式の種類
配当金の総額
　　（千円）

配当の
原資

1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2020年1月期
(2020年1月20日）

2020年1月期
減少株式数(株)

決議 1株当たり配当額

2020年1月期
（自　2019年1月21日

　　至　2020年1月20日）

2019年1月期（ご参考）
(2019年1月20日）

2019年1月期（ご参考）
（自　2018年1月21日

　　至　2019年1月20日）

2019年4月17日
決算取締役会議

決議

2020年3月11日（予定）
普通株式

142,600～
166,220

利益
剰余金

32.60円～
38.00円

2020年1月20日 2020年4月15日
決算取締役会議

2019年3月11日
普通株式 271,203千円 62.00円 2019年1月20日

2019年1月期
減少株式数(株)

決議 1株当たり配当額

2019年3月11日
普通株式 284,326千円 65.00円 2018年1月20日 2019年4月18日

決算取締役会議

決議

2019年3月11日
普通株式 271,203千円

利益
剰余金 62.00円 2019年1月20日 2019年4月17日

決算取締役会議
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（金融商品に関する注記）

1.金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

2.金融商品の時価等に関する事項

2020年1月20日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表には含まれておりません（(注）2.参照）。
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価
(千円）

差額
(千円）

(1)現金及び預金 1,395,475 1,395,475 -
(2)受取手形及び売掛金 336,478 336,478 -
(3)関係会社株式 100,948 100,948 -

1,832,901 1,832,901 -
(1)支払手形及び買掛金 186,579 186,579 -
(2)未払金 18,709 18,709 -
(3)未払費用 81,305 81,305 -

286,593 286,593 -

(注） 1.金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産

　　(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
　　(3)関係会社株式
　　関係会社株式の時価は、取引所の価格によっております。
負債

　　(1)支払手形及び買掛金、(2)未払金、(3)未払費用
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

2.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
連結貸借対照表計上額

（千円）
非上場株式（※） 28
保証金・敷金（※） 25,906
（※）非上場株式、保証金・敷金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

　　　上記には含めておりません。

資産計

負債計

当社グループは、健全な経営を持続する上で借入をせず自己資本を厚くし、万が一に備え内部留保しておく事を基本としています。
また、デリバティブ取引については、先物為替予約取引に限定しており、主に為替の変動リスクを回避するために、将来のたな卸資産
の購入計画の範囲内で行う場合があります。

金融商品の内、営業債権の受取手形及び売掛金については、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当社グループでは売掛債権
については毎月モニタリングし、取引先ごとの期日や残高を管理しております。また、毎年取引状況の確認と同時にその状況に沿って
取引信用保険を付保し、一定のリスクを最小限に抑える体制をとっております。
投資有価証券については、市場価格の変動リスクに晒されているため、定期的に経理部より取締役会において時価の報告を行い、
保有状況の見直しが図られる体制となっております。
保証金・敷金は主に本社の賃貸借契約によるものであり、当契約先企業等の信用リスクに晒されております。
営業債務のリスクについては、買掛金については商品代金及び部品等原材料代金のほとんどが外貨建てであるため、為替変動リスク
に晒されています。 債務の支払期日については、支払手形は３ヶ月であり、買掛金については仕入決済のほとんどが輸入時の即時決
済であるため、いずれも１年以内の短期の債務となっております。
未払金、未払費用については、1年以内の支払期日であり、記載すべきリスクはありません。
デリバティブ取引は、外貨建債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約取引です。なお、ヘッジ会計に関
するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の（連結計算書類の作成のための基本とな
る重要な事項に関する注記等）3.会計方針に関する事項の(5)重要なヘッジ会計の方法 をご参照ください。
デリバティブ取引についての基本方針は、取締役会で決定され、社内管理規程に従って取引の実行及び管理を行っております。また、
デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減する為、信用度の高い金融機関と取引を行っております。
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2019年1月期（ご参考）

2.金融商品の時価等に関する事項

2019年1月20日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、次表には含まれておりません（(注）2.参照）。
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価
(千円）

差額
(千円）

(1)現金及び預金 1,551,059 1,551,059 -
(2)受取手形及び売掛金 360,899 360,899 -
(3)関係会社株式 74,646 74,646 -

1,986,604 1,986,604 -
(1)支払手形及び買掛金 145,847 145,847 -
(2)未払金 19,301 19,301 -
(3)未払費用 58,371 58,371 -

223,519 223,519 -

(注） 1.金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産

　　(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
　　(3)関係会社株式
　　関係会社株式の時価は、取引所の価格によっております。
負債

　　(1)支払手形及び買掛金、(2)未払金、(3)未払費用
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

2.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
連結貸借対照表計上額

（千円）
非上場株式（※） 28
保証金・敷金（※） 25,935
（※）非上場株式、保証金・敷金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

　　　上記には含めておりません。

資産計

負債計
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3.金銭債権の決算日後の償還予定額 （単位　千円）
1年以内
（千円）

1年超5年以内
（千円）

5年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

(1)現金及び預金 1,395,475 - - -
(2)受取手形及び売掛金 336,478 - - -

1,731,953 - - -

2019年1月期（ご参考）

3.金銭債権の決算日後の償還予定額 （単位　千円）
1年以内
（千円）

1年超5年以内
（千円）

5年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

(1)現金及び預金 1,551,059 - - -
(2)受取手形及び売掛金 360,899 - - -

1,911,958 - - -

（1株当たり情報に関する注記）

　　　（自2019年1月21日 　　　（自2018年1月21日

　　　　至2020年1月20日） 　　　　至2019年1月20日）

1株当たり純資産額 467円78銭 475円01銭

1株当たり当期純利益 50円84銭 65円21銭

合計

2020年1月期 2019年1月期（ご参考）

合計
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 有価証券及びデリバティブの評価基準及び評価方法

子会社株式

　移動平均法による原価法
その他有価証券

　時価のあるもの
　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）
　時価のないもの
　移動平均法による原価法
デリバティブ
　時価法

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品、原材料（部品）
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

3. 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法によっています。

　建物・・・・8～47年
　車両運搬具・・・6年
　工具器具備品
　　　事務用器具・・4～15年
　　　金型等・・・・2年

無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しています。
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。

4. 引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、
個別に回収可能性を検討して回収不能見込額を計上しております。

5. 重要なヘッジ会計の方法

6. その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）
1.　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用

(1) ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・為替予約
ヘッジ対象・・・外貨建金銭債務及び外貨建予定取引
(3) ヘッジ方針
デリバティブ取引については、先物為替予約取引に限定しており、主に為替の変動リスクを回避するために、将来のたな卸資産
の購入計画の範囲内で行っております。
(4) ヘッジの有効性評価の方法

為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象取引に関する重要な条件が同一であり、為替相場変動を完全に相殺できると

認められるため、もしくは、実行の可能性が高い将来の予定取引に基づくものであるため、ヘッジの有効性の判定は省略しており

ます。

ただし、2016年4月1日以後に取得した建物付属設備及び構築物については定額法によっています。

なお、耐用年数は以下のとおりです。

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当事業年度の期首から適

用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

2. 損益計算書の営業外費用の「貸倒引当金繰入額」の表示方法は、従来、「その他」（前事業年度904千円）に含めて表

示しておりましたが、重要性が増したため、当事業年度より、「貸倒引当金繰入額」（当事業年度17,424千円）として表示

しております。
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（貸借対照表に関する注記）

1. 有形固定資産の減価償却累計額

715,928千円 712,685千円

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 48,859千円 41,804千円
長期金銭債権 33,060千円 21,878千円
貸倒引当金 △58,977千円 △35,191千円

（損益計算書に関する注記）

1. 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 19,274千円 33,739千円

2. 関係会社との取引高

営業取引による取引高
　　売上高 6,168千円 6,705千円
営業取引以外の取引による取引高
　　受取配当金 2,293千円 2,012千円

受取利息 422千円 166千円

　　至　2019年1月20日）

(2019年1月20日）

2019年1月期（ご参考）
（自　2018年1月21日

　　至　2019年1月20日）

2019年1月期（ご参考）
(2019年1月20日）

2019年1月期（ご参考）

2019年1月期（ご参考）
（自　2018年1月21日

2020年1月期
（自　2019年1月21日

　　至　2020年1月20日）

　　至　2020年1月20日）

2020年1月期
(2020年1月20日）

2020年1月期
(2020年1月20日）

2020年1月期
（自　2019年1月21日
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

2020年1月期（自2019年1月21日　至2020年1月20日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項
2020年1月期

期首株式数(株)
2020年1月期

増加株式数(株)
2020年1月期

期末株式数(株)
自己株式

普通株式（注） 63,253 26 - 63,279
合計 63,253 26 - 63,279

（注）自己株式の普通株式の増加26株は、単元未満株式の買取によるものです。

2019年1月期（ご参考）（自2018年1月21日　至2019年1月20日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項
2019年1月期

期首株式数(株)
2019年1月期

増加株式数(株)
2019年1月期

期末株式数(株)
自己株式

普通株式（注） 63,252 1 - 63,253
合計 63,252 1 - 63,253

（注）自己株式の普通株式の増加１株は、単元未満株式の買取によるものです。

2020年1月期
減少株式数(株)

2019年1月期
減少株式数(株)
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     （税効果会計に関する注記）

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（2020年1月20日）

（繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳）

繰延税金資産
貸倒引当金 18,253千円 10,985千円
商品評価損 8,353千円 11,020千円
関係会社株式評価損 13,245千円 13,245千円
未払事業税 4,641千円 6,608千円
未払社会保険料 1,511千円 1,118千円
退職給付費用 685千円 572千円
資産除去債務 912千円 873千円

繰延税金資産小計 47,601千円 44,421千円
評価性引当額 - 千円 △24,021千円

繰延税金資産合計 47,601千円 20,401千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △23,982千円 △15,929千円

繰延税金負債合計 △23,982千円 △15,929千円
繰延税金資産の純額 23,619千円 4,472千円

2020年1月期 2019年1月期（ご参考）
（2019年1月20日）
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（1株当たり情報に関する注記）

1株当たり純資産額
1株当たり当期純利益 50円35銭

（自2019年1月21日 （自2018年1月21日
2020年1月期 2019年1月期（ご参考）

　至2020年1月20日） 至2019年1月20日）
468円72銭 476円20銭

65円86銭
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